
令和年月日 木曜日 (号外特第号)官 報

（
検
討
）

第
九
条

政
府
は
、
令
和
六
年
度
ま
で
を
目
途
に
、
雇
用
保
険
法
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
給
付（
次
項
に
お
い
て「
育

児
休
業
給
付
」
と
い
う
。）及
び
そ
の
財
源
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ

の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２

政
府
は
、
新
特
別
会
計
法
附
則
第
二
十
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
繰
り
入
れ
た
場
合
又
は
同
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
り
補
足
し
た
場
合
に
は
、
労
働
保
険
特
別
会
計
の
雇
用
勘
定
の
育
児
休
業
給
付
資
金
の
額
及
び
育
児
休
業
給

付
に
係
る
収
支
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
組
入
れ
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

３

政
府
は
、
令
和
六
年
度
ま
で
を
目
途
に
、
労
働
保
険
特
別
会
計
の
雇
用
勘
定
の
積
立
金
及
び
雇
用
安
定
資
金
の
額

そ
の
他
の
同
勘
定
の
財
政
状
況
等
を
踏
ま
え
、
新
特
別
会
計
法
附
則
第
二
十
条
の
三
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
の

在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る

も
の
と
す
る
。

４

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
に
よ
り
改
正
さ
れ
た
雇
用
保
険
法
及
び
職
業
安

定
法
の
規
定
の
施
行
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
当
該
規
定
に
基
づ
く
規
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
社
会
福
祉
法
の
一
部
改
正
）

第
十
条

社
会
福
祉
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
百
三
十
四
条
第
三
項
中
「
第
五
条
の
四
」
を
「
第
五
条
の
四
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
五
条
の
五
」
に
、「
第
四

十
二
条
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の
二
」
を
「
第
四
十
二
条
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
第
四
十
二
条
の
三
」を「
第

四
十
二
条
の
二
」
に
改
め
る
。

（
国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
の
一
部
改
正
）

第
十
一
条

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
条
第
三
項
中
「
職
員
が
、」を
「
職
員
が
」
に
改
め
、「
場
合
」
の
下
に
「
又
は
当
該
退
職
の
日
後
に
事
業
（
そ

の
実
施
期
間
が
三
十
日
未
満
の
も
の
そ
の
他
内
閣
官
房
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。）を
開
始
し
た
職
員
そ
の
他
こ
れ

に
準
ず
る
も
の
と
し
て
内
閣
官
房
令
で
定
め
る
職
員
が
同
法
第
二
十
条
の
二
に
規
定
す
る
場
合
に
相
当
す
る
も
の
と

し
て
内
閣
官
房
令
で
定
め
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
」
を
加
え
、「
同
項
」
を
「
こ
れ
ら
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
第

五
号
中
「
第
四
条
第
八
項
」
を
「
第
四
条
第
九
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
二
十
五
項
中
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

（
国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
十
二
条

前
条
の
規
定
（
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
に
限
る
。）に
よ
る
改
正
後
の
国
家
公
務
員
退
職

手
当
法
第
十
条
第
三
項
の
規
定
は
、
第
二
号
施
行
日
以
後
に
同
項
の
事
業
を
開
始
し
た
職
員
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る

も
の
と
し
て
同
項
の
内
閣
官
房
令
で
定
め
る
職
員
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
者
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

（
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働
者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充
実
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改

正
）

第
十
三
条

労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働
者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充
実
等
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
四
十
一
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
一
条
第
二
項
中
「
職
業
紹
介
機
関
」
の
下
に
「
、
職
業
安
定
法
第
四
条
第
六
項
に
規
定
す
る
募
集
情
報
等
提

供
を
業
と
し
て
行
う
機
関
」
を
、「
、
職
業
紹
介
」
の
下
に
「
、
募
集
情
報
等
提
供
」
を
加
え
る
。

（
青
少
年
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
四
条

青
少
年
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
中
「
第
四
条
第
八
項
」
を
「
第
四
条
第
九
項
」
に
、「
同
条
第
九
項
」
を
「
同
条
第
十
項
」
に
、「
労

働
者
の
募
集
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
」
を
「
同
法
第
四
条
第
六
項
に
規
定
す
る
募
集
情
報
等
提
供
」
に
改

め
る
。

第
十
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
一
条

削
除

第
十
三
条
第
一
項
中
「
学
校
卒
業
見
込
者
等
で
」
を
「
学
校
（
小
学
校
及
び
幼
稚
園
を
除
く
。）そ
の
他
厚
生
労
働

省
令
で
定
め
る
施
設
の
学
生
又
は
生
徒
で
あ
っ
て
卒
業
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
者
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
学
校
卒
業
見
込
者
等
」
と
い
う
。）で
」
に
、「
次
条
」
を
「
同
条
」
に
改

め
る
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
学
校
卒
業
見
込
者
等
求
人
」
を
「
学
校
卒
業
見
込
者
等
で
あ
る
こ
と
を
条
件
と
し
た
求
人

（
次
項
に
お
い
て
「
学
校
卒
業
見
込
者
等
求
人
」
と
い
う
。）」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
第
五
項
中
「
第
五
条
の
四
」
を
「
第
五
条
の
四
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
五
条
の
五
」
に
、「
第
四
十
二

条
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の
二
」
を
「
第
四
十
二
条
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
第
四
十
二
条
の
三
」
を
「
第
四

十
二
条
の
二
」
に
改
め
る
。

第
三
十
三
条
中
「
第
四
条
第
八
項
」
を
「
第
四
条
第
九
項
」
に
、「
同
条
第
九
項
」
を「
同
条
第
十
項
」に
改
め
、「
第

四
十
四
条
第
二
項
」
と
」
の
下
に
「
、「
同
法
第
四
条
第
六
項
に
規
定
す
る
募
集
情
報
等
提
供
」
と
あ
る
の
は
「
労
働

者
の
募
集
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
」
と
」
を
加
え
、「
、
第
十
一
条
中
「
公
共
職
業
安
定
所
」
と
あ
る
の
は

「
地
方
運
輸
局
」
と
、「
厚
生
労
働
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
国
土
交
通
省
令
」と
、「
職
業
安
定
法
第
五
条
の
五
第
一
項
」

と
あ
る
の
は
「
船
員
職
業
安
定
法
第
十
五
条
第
一
項
」
と
」
を
削
る
。

（
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
五
条

高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
六
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
八
条
第
三
項
中
「
第
四
条
第
九
項
」
を
「
第
四
条
第
十
項
」
に
、「
第
五
条
の
七
」
を
「
第
五
条
の
八
」
に

改
め
る
。

（
建
設
労
働
者
の
雇
用
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
十
六
条

建
設
労
働
者
の
雇
用
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
一
年
法
律
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
条
第
一
項
の
表
第
四
条
第
九
項
の
項
中
「
第
四
条
第
九
項
」
を
「
第
四
条
第
十
項
」
に
改
め
、
同
表
第
五

条
の
五
第
一
項
及
び
第
二
項
の
項
中
「
第
五
条
の
五
第
一
項
」
を
「
第
五
条
の
六
第
一
項
」
に
改
め
、
同
表
第
五
条

の
六
第
一
項
の
項
中
「
第
五
条
の
六
第
一
項
」
を
「
第
五
条
の
七
第
一
項
」
に
改
め
る
。

（
地
域
雇
用
開
発
促
進
法
の
一
部
改
正
）

第
十
七
条

地
域
雇
用
開
発
促
進
法
（
昭
和
六
十
二
年
法
律
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
二
条
第
四
項
中
「
第
五
条
の
四
」
を
「
第
五
条
の
四
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
五
条
の
五
」
に
、「
第
四
十
二

条
第
一
項
、
第
四
十
二
条
の
二
」
を
「
第
四
十
二
条
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
第
四
十
二
条
の
三
」
を
「
第
四

十
二
条
の
二
」
に
改
め
る
。

（
報
酬
受
領
の
禁
止
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
条

新
職
業
安
定
法
第
四
十
三
条
の
三
の
規
定
は
、
第
三
号
施
行
日
以
後
に
支
払
の
確
定
し
た
報
酬
に
つ
い
て
適

用
し
、
第
三
号
施
行
日
前
に
支
払
の
確
定
し
た
報
酬
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
七
条

第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
附
則
第
九
条
第
二
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て

「
新
特
別
会
計
法
」
と
い
う
。）の
規
定
は
、
令
和
四
年
度
の
予
算
か
ら
適
用
し
、
令
和
三
年
度
の
収
入
及
び
支
出
並

び
に
同
年
度
以
前
の
年
度
の
決
算
に
関
し
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
特
例
延
長
給
付
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
八
条

第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
影
響
に
対
応
す
る
た
め
の
雇
用
保
険

法
の
臨
時
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
次
項
に
お
い
て
「
新
雇
用
保
険
臨
時
特
例
法
」
と
い
う
。）第
三
条
の
規
定
は
、

雇
用
保
険
法
第
二
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
所
定
給
付
日
数
に
相
当
す
る
日
数
分
の
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
終

わ
る
日
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
以
後
で
あ
る
者
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

こ
の
法
律
の
施
行
の
日
前
の
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
一
号
）

第
三
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
緊
急
事
態
宣
言
に
よ
る
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
期
間
に

係
る
新
雇
用
保
険
臨
時
特
例
法
第
三
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
三
項
中
「
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
お

け
る
緊
急
事
態
措
置
実
施
期
間
の
末
日
（
当
該
緊
急
事
態
措
置
実
施
期
間
が
複
数
あ
る
と
き
は
、
そ
の
末
日
が
直
近

の
も
の
と
す
る
。）」
と
あ
る
の
は
、「
雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
十
二
号
）
の
施

行
の
日
前
の
直
近
の
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
三
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
新
型
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
等
緊
急
事
態
宣
言
に
係
る
緊
急
事
態
が
終
了
し
た
日
」
と
す
る
。
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